
○ポスター・パンフレットによる普及啓発 

  ・医療関係者・国民向けポスター・パンフレットの作成・配布   （19年度～） 

 
 

○都道府県レベルの協議会の設置 
 ・都道府県レベルにおける使用促進策の策定・普及啓発を図るため、医療関係者、都道府県担当者等から成る協議会を設置 

●「ジェネリック医薬品Q&A」を医療機関へ配布 ・ 新聞広告  

国 

後発品メーカー 

④使用促進に係る環境整備 

 

 
・ MRの訪問がない 
・「先発メーカーに聞い
て欲しい」など情報が
先発メー カー頼み    
等                           

医療現場の声 ○添付文書の充実を指導 
  ・添付文書には、添加物、生物学的同等性試験データ、安定性試験データ、文献請求先等を記載すること 

   ・20年3月末までに改訂   →  後発品メーカ－は、自主的に、１９年１２月までに前倒し対応 

○後発品メーカーの情報提供体制の強化を指導   
 ・研究開発データ、収集した副作用情報、関係文献を整理・評価し、医療関係者へ情報を提供する体制の強化 

●医療関係者への情報提供 
 ・試験データ、副作用データについて、ホームページへの掲載等、資料請求への迅速な対応 （19年度中） 

国 

後発品 
メーカー 

③後発品メーカーによる情報提供 

これまでの取組 

○後発医薬品を含む調剤を診療報酬上評価（14年度～）  

○後発品の品質に係る情報等に加え、先発品と後発品の薬剤料の差に係る情報を患者に文書により提供し、患者の同意を得
て後発医薬品を調剤した場合に調剤報酬上評価（18年度～） 
 
○処方せん様式を再変更し、「変更不可」欄に医師の署名がない場合に変更調剤を可能に（20年度～） 

○薬局において、後発医薬品の調剤数量の割合に応じて段階的に調剤報酬上評価（22年度～） 

○厚生労働省令等において、保険薬剤師による後発医薬品に関する患者への説明義務並びに調剤に関する努力義務、保
険医による後発品の使用に関する患者への意向確認などの対応の努力義務を規定（22年度～） 

⑤医療保険制度上の事項 

○医療機関において、後発医薬品を積極的に使用する体制が整備されている場合に診療報酬上評価（22年度～） 



○目的 
   各都道府県における実情に応じ、都道府県事業として「協議会」を設置し、患者及

び医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、各都道府県毎の
後発医薬品の安心使用促進計画の策定と使用促進のための具体的な取組を実施
するための検討を行う。 

○実施状況 

    平成23年3月までに、47都道府県中42都道府県で委託事業を実施 

○予算額： 86,129千円（23年度） 

○事業内容（例） 

 ①後発医薬品安心使用促進協議会の設置・運営 
・ 医師、歯科医師、薬剤師、業界、消費者、保険者、行政等で構成 
・ 後発医薬品に係る現状把握、問題点、調査・検討 

 ②普及啓発用ガイドブック等の作成及び講習会等の実施 
 ③後発医薬品に関するアンケート調査の実施（医療関係者、一般県民） 
 ④地域の医療機関・薬局における後発医薬品の取扱品目リストや採用基準の作成と

その普及  
 ⑤モデル保険者による、後発医薬品に切り替えた場合の「軽減額通知」の実施 

後発医薬品の安心使用促進のための協議会について 



  ジェネリック医薬品軽減額通知の内容（呉市国保の例） 

◆「軽減額通知」の受取り経験のある
患者のうち約半数（４８．３％）の患者
が、ジェネリック医薬品に変更した、と
回答。 
 
◆一方で、「軽減額通知」の受取り経験
のある患者は、全体の10.4％に留ま
る。 

費用対効果 
（呉市の場合：平成22年度） 

 
①費用          約 37,400千円 
②費用削減効果    約111,300千円 
 

費用対効果（①－②） 約 73,900千円 

参考：中医協の検証調査結果 



ジェネリック医薬品の使用促進について 
１．現状 
  ジェネリック医薬品利用差額通知の送付 
 

   ・ 協会けんぽ  ２１年７月～ 広島支部で実施。 ２２年１月～６月に全国展開（段階的） 
   ・ 市町村国保   平成２２年度ジェネリック差額通知実施状況  
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・後期高齢者広域連合 平成２２年度２広域連合が実施 



２．ジェネリック医薬品の使用促進策 
 

（１）現行の補助制度 → 希望カード配布、差額通知、システム改修に係る費用を対象 
   ① 市町村国保 ・・・ 特別調整交付金 
   ② 国保組合   ・・・ 特別対策費補助金 
   ③ 国保連合会 ・・・ 国保連合会等補助金 
 

（２）差額通知の促進 
・ 平成23年度から、全ての保険者及び広域連合が実施できるようになることを目的として、 
① 国保中央会は、国保連が保険者から差額通知の作成事務を受託できるよう、システムを提供 
② 保険者が国保連に差額通知の作成事務を委託した場合の経費については、特別調整交付金等による

支援を実施 
 
 
   
 
 



後発医薬品の使用促進のための環境整備の骨子（概要） 

 具体的内容 
 
  １ 保険薬局の調剤基本料における後発医薬品調剤体制加算の見直し 
      加算の要件である後発医薬品の使用割合（数量ベース）を、従来の「20％以上」「25％以上」 
      「30％以上」から、「22％以上」「30％以上」「35％以上」に改め、評価についても軽重をつける。 
 
  ２ 薬剤情報提供文書を活用した後発医薬品に関する情報提供 
      薬局で「薬剤情報提供文書」により後発医薬品に関する情報（後発医薬品の有無、価格、 
      在庫情報）を提供した場合に、薬学管理料の中で評価を行う。 
 
   ３ 医療機関における後発医薬品を積極的に使用する体制の評価 
      従来の加算要件（採用品目数の割合20％以上）に「30％以上」の評価を加える。 
 

   ４ 一般名処方の推進及び処方せん様式の変更等 
       ・医師が処方せんを交付する場合には、一般名による処方を行うことを推進する。 
       ・現行の処方せん様式を、個々の医薬品について変更の可否を明示する様式に変更する。 
 

   ５ 後発医薬品の品質確保 
     ①医療関係者や国民向けの後発医薬品についての科学的見解を作成する。 
       ②ジェネリック医薬品品質情報検討会の検討結果の積極的な情報提供を図る。 

  （平成23年12月21日中央社会保険医療協議会総会） 




